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我が国が直⾯する課題と⽬指すべき⽅向性
⼈⼝・⽣産年齢⼈⼝・⾼齢者数・要介護者数の推移
その他 ⽣産年齢⼈⼝ ⾮要介護の⾼齢者 要介護の⾼齢者

2020年

1.26億⼈
⾼齢化率
28.7％

0.75億⼈

0.52億⼈

0.29億⼈

0.29億⼈

0.07億⼈

0.1億⼈
2050年

1.02億⼈
⾼齢化率
37.7％

社会保障給付費の推移
医療 介護

2025年度

140兆円
対GDP⽐
21.8％

47.8兆円

66.7兆円

15.3兆円

25.8兆円

2040年度

190兆円
対GDP⽐
24％

• 総⼈⼝は20％減少し、その中でも特に⽣産年齢⼈⼝は
30％以上減少。また⾼齢化が進展し、約40%が⾼齢者、
約10％が要介護者となり、対処をしなければ経済維持が困
難に。

• 他⽅、平均寿命は延伸するため、健康な状態で⻑期間経
済活動を⾏うことができる「健康寿命の延伸」が重要。

平均寿命の推移

男性

⼥性

81.6歳

87.7歳 90 .3歳（＋2.6歳）

83 .5歳（＋1.9歳）

2020年 2050年

⽬標① 健康寿命の延伸

• 要介護者の増加に伴い、公的保険で賄われる社会保障の
負担額も約35％増加する⾒込み。

• ⼈々の健康への投資、医療の質の⾼度化や、公的保険の
範囲にとらわれない産業発展が重要。

⽬標②③ 産業市場の拡⼤

（出所）⼈⼝・⾼齢化率については、国⼟交通省「2050年の国⼟に係わる状況変化」（令和２年９⽉）による。平均寿命については、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成24年１⽉推計）」の出⽣中
位・死亡中位仮定による推計結果による。要介護者については、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（平成29年推計）」、総務省「⼈⼝推計（平成28年）」、厚⽣労働省「平成27年度介護給
付実態調査」統計表第３表 平成27年11⽉審査分より経済産業省作成による。社会保障給付費については、内閣官房全世代型社会保障構築本部事務局「基礎資料集」（令和４年３⽉）による。



（参考）今後は世界的にも⾼齢化が進⾏
l ⽇本では、2045年頃まで世界に先駆けて⾼齢化するが、その裏では世界的にも⾼齢化が進⾏。

世界の⾼齢者数は2021年︓7.6億⼈（⾼齢化率9.6％）から、2060年︓18.8億⼈
（18.7％）に。

l ⾼齢化にかかる課題先進国として、ヘルスケア分野で新たな需要の拡⼤・対応策の確⽴を実現
できれば、今後、⾼齢化の後を追ってくる諸外国への展開も視野に⼊れることが可能に。
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治療
（服薬）

治療サポート
（アプリによる
⽣活指導等）

健康データ
健康アドバイス

健康・医療・介護分野における経済産業省の役割

＋
介護予防サービス

（フレイル予防、認知症予防など）

診断
＋

⾏動変容健康データ

介⼊
⽅法

予防・健康づくり 医療（診断・治療） 介護・⽣活⽀援

※⼼電図等
は医療機器

個⼈による健康づくり
／保険者等による保健指導 医師による治療 介護者による介護取組

主体

医療機器

ヘルスケアサービスの創出・振興
健康経営／PHR等の環境整備

医療機器の開発
医薬品・再⽣医療製品の開発

ロボット介護機器の開発
保険外サービスの創出経産省

の役割

⽣活⽀援サービス
（移動／買い物／⾷事など）

ロボット介護機器

介護施設

健常者 患者 要介護者対象者

個⼈による健康づくり
／保険者等による保健指導 医師による治療 介護者による介護

健常者 患者 要介護者

優れたサービス・機器の海外展開

個⼈による健康づくり
／保険者等による保健指導 医師による治療 介護者による介護期待する

担い⼿
ヘルスケア産業にとどまらない、
幅広い⽣活関連産業

医療機関
医療機器、医薬品メーカー

介護事業者
幅広い⽣活関連産業

Mission① Mission③Mission②

4



ヘルスケア政策の⽬指す姿と施策

（１）健康経営の推進（企業が従業員の健康づくりを「コスト」ではなく「投資」として捉え、⼈的資
本投資の⼀環として推進）

（２）PHR（パーソナルヘルスレコード︓健康診断結果や⽇常の脈拍や歩数のデータ）を活⽤し
た新たなサービスの創出

（３）質の⾼いヘルスケアサービスの創出・振興
（４）介護・認知症等の地域課題への対応
（５）ヘルスケアベンチャー⽀援
（６）医療・介護・ヘルスケアの国際展開

経済成⻑持続可能な社会保障制度構築への貢献

国⺠の健康増進

⽬標
健康寿命を

2040年に75歳以上に
（2016年72歳から３歳増）

※厚⽣労働省「健康寿命延伸プラン」より

公的保険外の
ヘルスケア・介護に係る国内市場を

2050年に77兆円に
(2020年24兆円から53兆円増)

１ ２ 3 世界市場のうち⽇本企業の
医療機器の獲得市場を

2050年に21兆円に
(2020年３兆円から18兆円増) 5
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健康経営の推進
l 制度開始以降、健康経営に取り組む企業の裾野が急速に拡⼤し、健康経営優良法⼈認

定制度に申請する法⼈数は2万社以上にのぼる。
l 2024年度は⽇経平均株価を構成する225社のうち約8割が健康経営度調査に回答。
l 2023年度認定法⼈で働く従業員数は876万⼈。（⽇本の被雇⽤者の約15％）
l 今年度より、 ブライト500の下位に「ネクストブライト1000」を新設。

健康経営優良法⼈
(中⼩規模法⼈部⾨)

健康宣⾔に取り組む
法⼈・事業所

健康経営度調査
回答法⼈

健康経営優良法⼈
（⼤規模法⼈部⾨）

上位500法⼈
健康経営銘柄 健康経営優良法⼈

⼤規模法⼈部⾨(ホワイト500) 上位500法⼈

1000法⼈

⼤企業 等 中⼩企業 等
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（参考）⼈材版伊藤レポート2.0への記載
2022/5/13 経済産業省「⼈的資本経営の実現に向けた検討会」報告書（⼈材版伊藤レポート2.0）より



9

企業は⼈に投資せず、個⼈も学ばない。

（出所）学習院⼤学宮川努教授による推計（厚⽣労働省「平成30年版 労働経済
の分析」に掲載）を基に経済産業省が作成。

（出所）パーソル総合研究所「APAC就業実態・成⻑意識調査（2019年）」
を基に経済産業省が作成。

2%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ベトナム
インドネシア

インド
タイ

中国
フィリピン

マレーシア
韓国
台湾

シンガポール
⾹港

オーストラリア
ニュージーランド

⽇本

（％）

⼈材投資（OJT以外）の国際⽐較（GDP⽐） 社外学習・⾃⼰啓発を⾏っていない⼈の割合

1.94 

1.45 
1.34 

1.03 

2.23 

0.41 

2.13 

1.51 1.34 

0.95 

2.01 

0.33 

2.03 
2.00 

1.29 
1.08 1.11 

0.15 

2.08 
1.78 

1.20 
1.09 1.06 

0.10 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

⽶国 フランス ドイツ イタリア 英国 ⽇本

1995-1999 2000-2004 2005-2009 2010-2014



健康経営のフレームワーク
【健康経営度調査の評価項⽬】 ※約180問

１．経営理念 ・経営トップのコミットメント、統合報告書への記載等を通じた社内外への発信

２．組織体制 ・社⻑や役員が健康づくり責任者になる等、経営層が参加する組織体制の構築
・専⾨職の関与、健康保険組合との連携体制の構築

３．制度・施策実⾏

・計画の策定（例︓従業員の健康課題を把握、健康課題解決のために有効な取組
を設定、健康経営で実現する⽬標値と⽬標年限を明確化）

・⼟台作り（例︓ヘルスリテラシー向上のための研修を実施、ワークライフバランスや病
気と仕事の両⽴に必要な就業規則等の社内ルールの整備）

・施策の実施（例︓⾷⽣活の改善、運動機会の増進、睡眠改善、感染症予防、メ
ンタルヘルス不調者への対応、受動喫煙対策、⼥性の健康課題への対応）

４．評価・改善 ・実施した取組の効果検証、検証結果を踏まえた施策の改善

法令遵守・リスクマネジメント ・定期健診やストレスチェックの実施、労働基準法、労働安全衛⽣法の遵守

ウェアラブルデバイス⽀給 ジム利⽤の費⽤補助健康づくりセミナー検診等に関する費⽤補助

10



社会社会

組織

⼈的資本の価値を⾼める健康経営

11

健康経営の波及効果と⽬指すべき姿（2.0）

個⼈（従業員等）
・ヘルスリテラシー向上
・⽣活習慣の改善
・性差を踏まえた健康課題への対処
・業務パフォーマンス、

エンゲージメントの向上  経済  
   ・公的保険外サービスの充実や質の向上

・ヘルスケア産業の創出・拡⼤・国際進出
   ・労働⼒⼈⼝の増加

・⽇本経済の成⻑への貢献

国際社会
・世界との健康価値の共有
・健康を軸とした⽇本ブランドの向上

⾃ら価値を⾼められる資本である「⼈」のパフォーマンスを引き上げる
健康経営の浸透は、様々な側⾯で価値向上をもたらす。

⽇
本
経
済
社
会
を
⽀
え
る
基
盤
へ

健
康
経
営

︵
⼈
的
資
本
経
営
の
⼟
台
︶

健康経営の社会への浸透・定着

健康経営の可視化と質向上
新たなマーケットの創出

1

2

3

政策推進
（政府）

認定事務局
（⺠間）

・組織の活性化
・コミュニケーションの増加
・⽣産性や企業価値の向上
・無形資産（⼈的資本）の増加
・ブランド価値向上
・⼈材を引きつける組織の魅⼒向上、

採⽤⼒向上
・持続性担保
・ステークホルダーからの信頼確保
・レジリエンス向上

地域・社会
・健康に対する価値観の向上
・リタイア後も持続する⾏動変容
・家族のヘルスリテラシー向上
・地域のインフラや活⼒の維持
・幅広い国⺠のQOL向上、

Wellbeing実現への貢献
・健康寿命延伸
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働く⼥性の増加と⼥性特有の健康課題への対応
l 令和6年度男⼥共同参画⽩書によれば、昭和と現代で就業者の構成が変化している。



14【出所】 Credit Suisse “performance update: The CS Gender 3000 in 2019: 
The changing face of companies

株式時価総額が100億ドルを超える企業の
株式パフォーマンス（全世界）

⼥性取締役を1⼈以上有する企業は、1⼈もいない企業
と⽐べ、特に、⾦融危機後の回復⼒が強い傾向

なぜダイバーシティ（⼥性活躍）は重要か︖

• 多様な⼈材が活躍すれば、企業価値にもプラスの可能性。

• 研究開発分野でも男⼥含むチームの⽅が、特許の経済価値が⾼い傾向。

男性のみのチームと男⼥含むチームの共同発明の
特許の経済価値⽐較

男性のみのチームよりも、男⼥を含むチームの⽅が、ほとんどの分
野において、特許の経済価値が⾼い

【出所】三菱総合研究所「知財分析⽀援サービス（MRIP）」により⽇本政策投資銀⾏作成

リーマンショック
↓

⼥性取締役を1⼈
以上有する企業

⼥性取締役を1⼈も
有しない企業



現代⼥性の⽣涯と健康

15
出典: ヘルスケアラボ（厚⽣労働省研究班（東京⼤学医学部藤井班）監修）現代⼥性の健康問顁E| ⼥性の健康推進室 ヘルスケアラボ｜厚⽣労働省研究班監修 (w-health.jp)

⾻粗鬆症

アルツハイマー、認知症

⽣活習慣病
(糖尿病、⾼⾎圧、動脈硬化、脳⼼⾎管系の病気 etc.)

乳がん
⼦宮体がん

⼤腸がん、胃がん、肺がん etc.

うつ
D.V ・セックスレス

不安障害(拒⾷・過⾷)
摂⾷障害

⽚頭痛

⼦宮頸がん

性感染症
望まない妊娠

不妊

⼦宮筋腫

⼦宮内膜症
PMS

⽉経痛

⽉経不順
初経 (平均12.3歳)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

誕⽣ 8 18 45 55歳
⽼年期更年期⼩児期 思春期 性成熟期

(⽪膚、粘膜のかゆみ、性交痛、頻尿、尿漏れ、尿失禁、⾻盤臓器脱 etc.)
⽪膚の乾燥、粘膜の萎縮、泌尿器の病気

更年期障害

学校 仕事・家庭 第2の⼈⽣
性⾏動

出産出産 閉経 (平均50.5歳)

歳

背景の折れ線グラフは⼥
性ホルモンのレベル

(概念) を表す

︓⼥性特有

l 働く⼥性は、⽉経随伴症から妊娠に伴う影響、更年期症状と、就労可能期間
を通じて影響を受ける健康課題が多岐にわたる。

https://w-health.jp/introduction/contemporary/


性差で異なる健康課題

16出典: 令和６年度男⼥共同参画⽩書



更年期
症状※4

⼥性の健康に関する取組推進（経済損失額は年間3.4兆円）

⼥性特有 男⼥双⽅※3 (参考) 男性特有

⽉経
随伴症

更年期
症状

婦⼈科
がん※2 不妊治療

前⽴腺
がん

うち労働⽣産性
損失総額

うち追加採⽤
活動にかかる費⽤

A

B

約5,700億円

ー

約1,200億円

約4,500億円

ー

ー

約17,200億円

約1,500億円

約1,600億円

約5,600億円

約10,000億円

ー

約5,900億円

約500億円

約1,100億円

約150億円

約1,600億円

約3,000億円

約2,600億円

約340億円

約400億円

約50億円

約2,200億円

ー

⽋勤

パフォーマンス低下

離職

休職

約10,900億円

約1,100億円

約1,100億円

約4,000億円

約5,800億円

ー

約530億円

約50億円

約110億円

約10億円

約100億円

約300億円

約0.6兆 1.9兆 0.6兆 0.3兆
経済損失計
（A＋B） (年間)※1 1.2兆0.06兆
計3.4兆円

※1. 各数値の四捨五⼊の関係で、必ずしも合計が総和と⼀致しない
※2. 乳がん・⼦宮がん・卵巣がん
※3. 妊娠 (不妊)/出産は、“⼥性” のみの課題ではなく、“男⼥双⽅に関係する課題だが、⼥性に負担がかかりやすい課題” 。特に不妊は男性側の⾝体にも原因がある

ケースが⼀定⽐率を占める。但し今回経済損失を算出する際には、⼥性側への⾝体的負担・就労への影響が⼤きいことから、⼥性側の就労への影響を算出
※4. 「なお、男性の更年期障害 については、概ね 40 歳以降に男性ホルモン（テストステロン）の減少により、⼥性更年期障害と類似した症状を呈するが、病態が複雑

で、まだ⼗分に解明されていない。」（産婦⼈科診療診療ガイドラインー婦⼈科外来編2020、加齢男性性腺機能低下症候群（LOH症候群）診療の⼿引き）

（出所）関連する論⽂や企業による調査等を踏まえて、ボストン コンサルティング グループ試算(令和５年度ヘルスケア産業基盤⾼度化推進事業(ヘルスケアサービス市場等に係る調査事業)）

l 対象として、規模が⼤きく、経済損失が短期で発⽣するため、職域での対応が期待される４項⽬※3を抽出。
l これらの健康課題による労働損失等の経済損失は、社会全体で年間約3.4兆円と推計※4される。
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【参考】経済損失の算出ロジック

参考︓
「有症状・無⾏動層」＝⽉経随伴症による何らかの症状があるにも関わらず対策を取っていない層

※1: 総務省 労働⼒調査（基本集計）表６－１ 雇⽤形態、年齢階級別役員を除く雇⽤者の推移 より15〜44歳を対象に2022年のデータから算出
※2: ⼤塚製薬株式会社「⼥性の健康と仕事への影響に関する調査」（2021年9⽉）および株式会社フルッタフルッタ「フェムケアに関する意識・実態調査」より算出
※3: 独⽴⾏政法⼈労働政策研究・研修機構 「⽣理休暇と更年期障害に関するアンケ－ト」より、⽣理痛が「ある・あった」「時々ある・あった」と回答した⼥性のうち、⽣理休暇を取得したことがある⼈の割合を算出
※4: Tanaka E, et al. “Burden of menstrual symptoms in Japanese women︓ results from a survey-based study” Journal of Medical Economics （2013）, 16（11）, 1255-66より、
⽉経症状のために過去3か⽉以内に⽋席した総⽇数から算出（正規: 2.7⽇/3カ⽉、⾮正規: 3.4⽇/3カ⽉)
※5: 厚⽣労働省令和４年賃⾦構造基本統計調査の第６－１表より年間労働⽇数を260⽇として15〜44歳⼥性の平均賃⾦を算出 (正規社員は11,443円、⾮正規社員は8,969円)
※6: 独⽴⾏政法⼈労働政策研究・研修機構 「⽣理休暇と更年期障害に関するアンケ－ト」より、⽣理痛が「ある・あった」「時々ある・あった」と回答した⼥性のうち、⽣理休暇を取得したことがある⼈を除く割合を算出
※7: 株式会社カラダメディカによる⼥性の健康課題に関する実態調査アンケート (調査時期︓2022/2、調査対象者︓JALで働く全社員 (有効回答数︓⼥性社員2,854⼈、男性社員3,519⼈))より、
 「⽉経による不調が仕事に影響があると感じたことがあるか︖」との問いに対し、「全くない」の回答をした⼈を除く割合を算出
※8: ※7同ソースより、⽉経に伴う症状があると回答した2,386⼈が「不調を感じている状況での⾃⾝の仕事のパフォーマンス」を評価した平均数値の61.7％から算出
※9: ※4同ソースより、⽉経症状のために過去3か⽉以内に効率が低下した総⽇数から算出(正規: 5.2⽇/3カ⽉, ⾮正規 5.5⽇/3カ⽉)



従業員 (⼥性) の視点 企業側の視点

何をすれば
いいかわか
らない

他の従業員へ
の業務負担が

⽣じる

当事者である
従業員から症
状を聞く⼿段
がない

当事者であ
る従業員が
話したがら
ない

セクシュアル
ハラスメント
にならないか
不安がある

27.5%
20.8% 18.8% 18.4% 17.9%

約７割の⼥性が健康や体に関する
⼗分な⽀援がないと感じている。※１

また、約7割の⼥性が望むサポート
は、上司・周囲の理解。 ※２

何をすればいいか分からない
(約3割), 当事者である従業
員と話ができない (約2割)。※2

Q. 対策や従業員へのサポートを⾏う上で、困っているこ
と・課題となることは? (N=207; 複数回答)

従業員と企業との認識の不⼀致
l 課題の解消に向けては、⼥性従業員側の⽀援ニーズが⼤きい⼀⽅、企業側が

 ”ニーズを把握しづらく、何をすべきか分からない” というミスマッチが⽣じている。

※１（出所） 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング, 2022-04, 「正社員男⼥の健康意識に関する実態調査」
※２（出所） 東京都実施,2023-5,都内で働く⼥性3500⼈＋企業担当者200⼈へのアンケート調査結果|(働く⼥性のウェルネス向上委員会HPより）
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認知向上に取り組む⼤規模法⼈は８割以上
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Q57.⼥性特有の健康関連課題に関する知識を得るための取り組み（セミナー等での教育）について、どのような
従業員を対象に⾏っていますか。（いくつでも）
また、⾏っている場合は、それぞれの属性の全従業員における2022年度の参加率をご記⼊ください。

単位︓％、N＝3,520

参加率 ％

平均値 中央値

全⼥性従業員の 44.7 34.2

全管理職の 67.9 85.4

全従業員の 34.6 15

出所︓令和5年度健康経営度調査 回答結果

取り組みを実施
していない法⼈
は、18.7％

⼤規模
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⼥性の健康に取り組む中⼩規模法⼈は９割以上
Q23.⼥性特有の健康関連課題に対応する環境の整備や、従業員が⼥性特有の健康関連課題に関する知識を
得るためにどのような取り組みを⾏っていますか。（いくつでも）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

特に⾏っていない

⼥性の健康関連課題等に関する理解促進のための研修・セミナーを実施している

妊娠中の従業員に対する業務上の配慮（健診時間の確保、休憩時間の確保、通勤負担の緩和等）の社内規定…

⼥性に多く⾒られる疾患・症状（例︓やせ、冷え・のぼせ、⽚頭痛など）に対し働く環境への配慮や、⽀援…

⽉経随伴症状の⾃⼰管理を⽀援するツールやアプリを提供している

⼥性専⽤の休憩室を設置している（※法律上設置義務のある休養室は除く）

⾻密度低下（⾻粗鬆症）予防の⽀援を⾏っている（⾻密度測定、サプリ提供等）

更年期症状や更年期障害の改善に向けた⽀援を⾏っている（例︓通院の際の有給の特別休暇付与等）

⽣理休暇を取得しやすい環境を整備している（例︓有給化や管理職への周知徹底等）

妊婦健診等の⺟性健康管理のためのサポートの周知徹底を⾏っている

⼥性の健康づくりを推進する部署やプロジェクトチームを設置している

⼥性特有の健康関連課題に対応可能な体制を構築している

従業員や保健師等による⼥性の健康専⾨の相談窓⼝を設置している

婦⼈科健診・検診の受診に対する就業時間認定や有給の特別休暇付与を⾏っている

⼥性に多く⾒られる疾患・症状に対する検診項⽬（例︓⾻密度測定、甲状腺機能検査など）への⾦銭補助を…

婦⼈科がん検診への⾦銭補助を⾏っている

単位︓％、N＝17,316

出所︓健康経営優良法⼈2024（中⼩規模法⼈部⾨）認定申請書 結果

中⼩規模

取り組みを実施
していない法⼈
は、７.９％
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⾏動を促すための取り組みを実施する法⼈は、9割以上
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単位︓％、N＝3,520

出所︓令和5年度健康経営度調査 回答結果

取り組みを実施
していない法⼈

は、2.8％

Q58.⼥性特有の健康関連課題に関する⾏動を促すために、どのような取り組みを⾏っていますか。（いくつでも）

⼤規模
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婦⼈科検診等への⽀援が増加

（％）

平成28年度〜令和5年度の婦⼈科検診に関する補助や環境整備の取組を
⾏っていると回答した企業の割合の推移

（年度）
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

全体回答数 726 1239 1800 2328 2523 2869 3169 3520
※平成28年度〜令和5年度までの健康経営度調査回答結果より抜粋。毎年選択肢の内容は若⼲異なります。
（選択肢の内容は、平成28年度、平成29年度においては「婦⼈科検診に対する補助」、平成30年婦⼈科健診・検診を受けやすい環境の整備」、
平成31年〜令和5年度は「婦⼈科健診・検診への⾦銭補助」）
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若年層からの健康意識の啓発に着⽬

Ⅲ．「加速化プラン」〜今後３年間の集中的な取組〜 
Ⅲー２．全てのこども・⼦育て世帯を対象とする⽀援の拡充
（１）妊娠期からの切れ⽬ない⽀援の拡充 〜伴⾛型⽀援と産前・産後ケアの拡充〜

⼥性が、妊娠前から妊娠・出産後まで、健康で活躍できるよう、国⽴成育医療研究セン
ターに、「⼥性の健康」に関するナショナルセンター機能を持たせ、⼥性の健康や疾患に特化
した研究や、プレコンセプションケア※や産後ケア事業を含む成育医療等の提供に関する
研究等を進めるとともに、基礎疾患のある妊産婦や妊娠を希望する⼥性等に対する妊娠と
薬に関する相談⽀援を進める。
※男⼥ともに性や妊娠に関する正しい知識を⾝に付け、健康管理を⾏うよう促すこと。

こども未来戦略〜次元の異なる少⼦化対策の実現に向けて〜（令和５年12⽉22⽇閣議決定）

「プレコンセプションケア」は、男⼥双⽅に、若い世代から健康意識を⾼めて
もらうための⾝近なテーマとして、企業が取り組む意義を有する分野。



• 「内容を知っている」法⼈は全体の３割程度、そのうち「取組を実施している」法⼈は３割程度。しかし、⼥性だけを
対象にした取組を実施している法⼈が多数。

• プレコンセプションケアとは「男⼥ともに性や妊娠に関する正しい知識を⾝に付け、健康管理を⾏うよう促すこと」˥

と正しく認知したうえで、若年層からの健康意識を⾼める取組を各法⼈で進めることが重要。

男⼥双⽅、若い世代から健康意識を⾼めるための取組を、各法⼈で進めることが重要

25

若年層から健康意識を⾼めるための取組〜プレコンセプションケア〜

Q81.プレコンセプションケアについて知っていますか。（1つだけ） Q82.プレコンセプションケアについて、健康経営の⼀環として取組
を実施していますか。（1つだけ）

p 実施している 30.3%
p 実施していない 69.2%
p 無回答 0.5%
(Q81.「プレコンセプションケアの内容を知っている」を選択した n=1069)

単位︓％
n=3869

・年齢性別問わず全職員を対象にプレコンセプションケアの研修や動画配信
・新規採⽤職員研修で男⼥双⽅にプレコンセプションケアについて講義
・プレコンノート配布
・⼦宮頸がんワクチン推奨
・⾵しん梅毒などの感染症講話

SQ1.プレコンセプションケアの具体的な取組内容等を問う設問
の回答事例（プレコンセプションケアに該当する取組を抜粋）

内容を知ってい
る, 27.6%

内容は知らない
が、聞いたことは
ある, 24.6%

聞いたことがな
い, 29.7%

無回答, 
18.0%

内容を知っている 内容は知らないが、聞いたことはある 聞いたことがない 無回答

※参考︓こども家庭庁「プレコンセプションケアの提供のあり⽅に関する検討会〜性と健康に関する正しい知識の普及に向けて〜」https://www.cfa.go.jp/councils/preconception-care

https://www.cfa.go.jp/councils/preconception-care


• ⼥性の健康課題に関する取組について、各社それぞれのステップに応じて進めていただけるよう、プロジェクトに参加いた
だける法⼈を12⽉20⽇から募集中。

• 実施内容と効果測定指標を明⽰することで、⾃社だけでなく、同じ取組を実施する他の参加法⼈も含めた現状把握が可能に。

• 応募はこちらから。 経済産業省 ⼥性の健康 効果検証プロジェクト 検索

現状を把握し、効果を測ることで環境整備を

26

⼥性の健康施策の効果検証プロジェクト（来年度実施）
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⼥性の健康施策の全体像（現時点案）

具体的なリソース付与⽀援

企業組織
体制

2  費⽤補助制度
1. 不妊治療・卵⼦凍結補助
2. 育児・介護補助
3. 健康促進のためのフィットネス補助
4. 更年期症状に対する補助
5. がん検診補助

3  物品補助制度
1. 温度管理スペースの設置
2. プライベートルームの設置
3. 鎮痛薬やサプリメントの提供

b

c

1  休暇制度
1. ⽣理休暇
2. 不妊治療休暇
3. 妊娠・出産休暇の延⻑
4. 介護休暇
5. 更年期休暇 等

2  フレックスタイム制度
1. 短時間勤務制度
2. 在宅勤務の推進

a

b

4  全社員向け意識改⾰プログラム
1. D＆I研修
2. ワークライフバランスの啓発

1  経営層からのメッセージ発信
1. 対外向けインタビュー
2. 社内向け講話・発信

積極投資

1  サービス・ツール⽀援制度
1. ヘルスモニタリングサービス
2. メンタルヘルスサービス
3. 育児介護サポート・復帰⽀援

サービス

a

C 働き⽅の
調整

D

理解促進A B

2  ヘルスリテラシー向上プログラム
1. ⼥性の健康研修
2. ジェンダーバランス研修
3. セルフケア研修

b

3  管理者向け研修
1. ジェンダー意識向上研修
2. マネージャー向けサポート

プログラム

c

d

1  ⼥性登⽤
1. ⼥性リーダーシップ枠の設定
2. 採⽤時のジェンダー平等

2  ダイバーシティチーム
1. ジェンダーバランス委員会の組成
2. ⼥性サポート (メンター) 

チームの設計

a

b

a

連携

連携

制度・サポートを利⽤しやすい体制・雰囲気の醸成

• 制度・サポートを利⽤しやすい体制・雰囲気の醸成から、具体的なリソース付与⽀援まで、幅広い施策を実施可能。
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効果を最⼤化したい施策利⽤を促進したいまずは施策を始めたい

効果が出やすく、
取り組みやすい施策か
ら実施する

① 理解度向上に
資する研修を実施

② 物品補助を実施

⼥性の健康経営施策をほぼ実施しておらず、
どこから始めていいかわからない

実施した取組に対応
するプロセス指標を
測定し検証

① 参加率を測定

② 制度利⽤率を測定

利⽤率が低い理由を
特定し、打ち⼿を実施

① リソース付与の
内容が⾜りて
いない
→制度設計を
  修正・追加

① 施策を利⽤し
づらい体制・
雰囲気
→セミナーや研修
体制の整備

施策は⼀定実施しているが利⽤率が低い

促進に向けた取組に
対応するプロセス指標
を測定し検証

① 制度利⽤率・
参加率等を測定

② 研修前後の理解度
の変化等を測定

効果創出に向け、効果
の可視化と効果創出に
資する取組を進める

• 配布アンケートを
⽤いて現状の効果
を可視化

• 効果創出に資する
取組パッケージを
選択して実施
– ⽉経・PMS
– 妊娠・出産・育

児
– 更年期
– ⼥性特有のがん

利⽤率は⼀定⾼いが効果をうまく分析
できていない

アウトカム指標を測定
し事前事後で⽐較

• プレゼンティーズム
• アブセンティーズム
• ワーク
エンゲイジメント

• 従業員満⾜度 

等

プロセス指標を中⼼に測定
アウトカム指標を中⼼に測定

1

2

1

2

1

2

1

2

参加動機に応じた検証内容 (現時点案)
• 各法⼈のお悩みに合わせたプログラムを提⽰し、効果を測定。



（参考）2024年10月1日「女性の健康総合センター」創設

＋ 「女性の健康総合センター」

小児・周産期・産科・母性医療 女性特有の疾患や性差医療
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⼥性の健康課題に対する先進的な取組事例集の公開
• より質の⾼い健康経営の実践に向けて、⼥性特有の健康課題に対応する企業の取組事例集を令和６年度中に公表予定。

• ⼤規模法⼈・中⼩規模法⼈の取組を公表することで、法⼈規模や業種に応じた取組を⾒える化するとともに、明⽇から
始められる取組事例も紹介。



⽀援サービス︓ルナルナオフィス

31

先進企業の事例紹介①

出典元︓株式会社LIFEM,2024-2,サービス概要,2024-3,プログラムの効果に関する調査結果より抜粋

⼊社からリタイアまでの⼥性の健康課題に対応し、オンライ
ンで受診・処⽅が完結する⽀援プログラム実施や、投資対
効果等の効果検証レポートの提供により、働きやすい職
場環境整備に貢献。

⽉経随伴症や更年期の⽀援プログラムの実施前後で⽐
較検証を⾏ったところ、それそれ業務パフォーマンスの向上
効果が得られている。（本試算でもインパクト算出に活⽤）



⽀援サービス︓「Wellflow（旧︓Flora for Biz）」
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先進企業の事例紹介②

効果検証サービス内容

（出典）Flora株式会社提供資料



健康経営実践企業︓株式会社⼤和証券グループ本社（Daiwa ELLE Plan⁺（プラス））
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先進企業の事例紹介③

従来の「Daiwa ELLE Plan」を「Daiwa ELLE Plan⁺（プラス）」として拡⼤。検診から妊娠・出産、休暇、健康リテラシーの向上、相談
体制、仕事と治療の両⽴等の包括した施策に加え、特に⽉経、更年期等による不調やストレスの軽減を強化した取組を⾏っている。

（出所）株式会社⼤和証券グループ本社提供資料



• 複数の中⼩企業が⼒を合わせて取り組む様⼦を社外に公開することで、他社からの問い合わせ
や相談が増え、中⼩企業の健康推進のすそ野を広げることにも貢献。
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中⼩企業同⼠での連携事例

発⾜の
きっかけ

（出所）第11回 健康寿命をのばそう︕アワードHP、4社合同健康研究会提供資料

l新型コロナウイルスの影響により、健康経営の推進⽅針の転換が求められるものの、社員間の交流が制限
され、また他社の取り組み事例を知る機会も減少。

l１社単独での取り組みに限界を感じ、共通課題を感じていた中⼩企業における健康経営のリーディング企
業同⼠で発⾜。

Ø 他社との交流を深めながら、継続して社員の健康課題に取り組み、組織を活性化していくことを実践。

参加
企業 活動例

l株式会社浅野製版所(東京都中央区)
lサイショウ・エクスプレス株式会社(東京都江東区)
l⾼⽊建設株式会社(⻑野県⻑野市)
lルピナ中部⼯業株式会社(⻑野県松本市)

l「4社共通の健康課題」と「少⼈数であるがゆえの課
題解決の難しさ」を解決するため、「4社合同健康プ
ロジェクト」実施。
◆⼥性の健康かるた
◆禁煙プロジェクト



ヘルスケア産業課の取り組み⼀覧

健康経営ポータルサイト
「ACTION︕健康経営」

（健康経営）

https://kenko-keiei.jp/

⼊会はこちら
「 PHRサービス事業協会」

（PHR)

https://phr-s.org

認知症予防に関する⺠間
サービスの開発・展開にあ

たっての提⾔
（認知症）

https://www.meti.go.jp/shingika
i/mono_info_service/ninchisho_
wg/pdf/2022_002_05_00.pdf

海外市場の情報を集約
「ヘルスケア国際展開

ウェブサイト」
（国際展開）

https://healthcare-
international.meti.go.jp/

PFS/SIB関連情報を集約
「ヘルスケア分野における成果連動型
⺠間委託契約⽅式（PFS/SIB） 」

（地域産業）

https://www.meti.go.jp/policy
/mono_info_service/healthcar
e/seikarenndougataminnkannit

akukeiyakuhoushiki.html

介護を「個⼈の課題」から
「みんなの話題」へ

「OPEN CARE PROJECT」
（介護）

https://www.meti.go.jp/policy/
mono_info_service/healthcare/
opencareproject/index.html

認知症当事者との共⽣
「オレンジイノベーション

プロジェクト」
（認知症）

https://www.dementia-
pr.com/

予防・健康づくりに関する
医学会による指針
（エビデンス）

https://healthcare-
service.amed.go.jp/

ベンチャー相談窓⼝
「Innohub」

（ベンチャー⽀援）

https://healthcare-
innohub.go.jp/
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ご清聴ありがとうございました
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